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普通会計 貸借対照表（Ｈ26年3⽉31⽇現在）

（注）各項⽬で四捨五⼊をしているため合計欄で⼀致しない場合があります。
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全会計 貸借対照表（Ｈ26年3⽉31⽇現在）

（注） 各項⽬で四捨五⼊をしているため合計欄で⼀致しない場合があります。
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連結 貸借対照表（Ｈ26年3⽉31⽇現在）

（注）各項⽬で四捨五⼊をしているため合計欄で⼀致しない場合があります。
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普通会計 ⾏政コスト計算書（Ｈ25年4⽉1⽇〜Ｈ26年3⽉31⽇）

（注）各項⽬で四捨五⼊をしているため合計欄で⼀致しない場合があります。
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全会計 ⾏政コスト計算書（Ｈ25年4⽉1⽇〜Ｈ26年3⽉31⽇）

（注） 各項⽬で四捨五⼊をしているため合計欄で⼀致しない場合があります。
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普通会計 資⾦収⽀計算書（Ｈ25年4⽉1⽇〜Ｈ26年3⽉31⽇）

（注）各項⽬で四捨五⼊しているため合計欄で⼀致しない場合があります。

（単位：億円）
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普通会計 純資産変動計算書（Ｈ25年4⽉1⽇〜Ｈ26年3⽉31⽇）

（注） 各項⽬で四捨五⼊をしているため合計欄で⼀致しない場合があります。
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（単位：百万円）

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

営業収益 59,700 58,355 57,819 57,876 100,724

営業費⽤ 80,247 80,445 80,593 81,214 100,662

営業損益 ▲ 20,548 ▲ 22,090 ▲ 22,774 ▲ 23,339 62

営業外収益 56,364 51,226 50,300 49,930 31,375

営業外費⽤ 27,803 22,665 19,512 17,524 16,386

（3,999）

8,014 6,471 8,014 9,067 15,051

特別損益 32 ▲ 12 ▲ 110 ▲ 94 ▲ 6,394

（3,974）

8,045 6,459 7,904 8,974 8,657

未処分利益剰余⾦
（△未処理⽋損⾦）

▲ 29,432 ▲ 22,973 ▲ 15,068 ▲ 6,095 359,703

企業債 996,674 949,401 906,442 861,006 821,692

経常損益

当年度純損益
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公営企業会計決算の状況（下⽔道事業会計 H22〜H26）
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※ 各項⽬で四捨五⼊しているため合計欄で⼀致しない場合があります
※ 26年度の経常損益及び当年度純損益の上段（ ）書きは、地⽅公営企業の会計基準⾒直しの影響を除いた数値

【地⽅公営企業の会計基準⾒直しの概要】
26年度から地⽅公営企業の会計基準について、財務会計の透明性向上や⺠間企業との⽐較分析を容易にする等の観点から、地⽅

公営企業の特性を勘案しつつも現⾏の⺠間企業会計基準の考え⽅を最⼤限取り⼊れる⽅向で⾒直しが⾏われた。
⾒直しの内容の主なものとしては、「引当⾦」の計上義務化、固定資産の取得に係る補助⾦等の「⻑期前受⾦」計上への変更、

「みなし償却」制度の廃⽌及び「借⼊資本⾦」制度の廃⽌が挙げられる。
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公営企業会計決算の状況（埋⽴事業会計 H22〜H26）
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（単位：百万円）
Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

営業収益 6,078 4,508 3,550 19,809 22,565

営業費⽤ 6,191 5,388 2,417 15,512 15,649

営業損益 ▲ 113 ▲ 880 1,134 4,297 6,916

営業外収益 6,711 6,632 6,626 6,579 729

営業外費⽤ 3,838 3,492 3,189 3,051 2,998

（4,645）

2,761 2,260 4,571 7,825 4,647

特別損益 0 0 0 0 ▲ 82,104

（1,227）

2,761 2,260 4,571 7,825 ▲ 77,457

未処分利益剰余⾦
（△未処理⽋損⾦）

▲ 26,509 ▲ 24,249 ▲ 19,679 ▲ 11,854 ▲ 89,311

企業債 251,635 245,087 236,996 222,446 197,811

当年度純損益

経常損益

※ 各項⽬で四捨五⼊しているため合計欄で⼀致しない場合があります
※ 26年度の経常損益及び当年度純損益の上段（ ）書きは、地⽅公営企業の会計基準⾒直しの影響を除いた数値

【地⽅公営企業の会計基準⾒直しの概要】
26年度から地⽅公営企業の会計基準について、財務会計の透明性向上や⺠間企業との⽐較分析を容易にする等の観点から、地⽅

公営企業の特性を勘案しつつも現⾏の⺠間企業会計基準の考え⽅を最⼤限取り⼊れる⽅向で⾒直しが⾏われた。
⾒直しの内容の主なものとしては、「引当⾦」の計上義務化、固定資産の取得に係る補助⾦等の「⻑期前受⾦」計上への変更、

「みなし償却」制度の廃⽌及び「借⼊資本⾦」制度の廃⽌が挙げられる。
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公営企業会計決算の状況（⽔道事業会計 H22〜H26）
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（単位：百万円）
Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

営業収益 78,755 76,910 76,153 75,419 73,249

営業費⽤ 69,108 68,800 69,935 70,031 69,758

営業損益 9,647 8,110 6,218 5,388 3,491

営業外収益 3,288 3,690 3,642 4,266 8,686

営業外費⽤ 4,986 4,405 4,084 3,914 3,866

（2,336）

7,949 7,394 5,776 5,740 8,310

特別損益 0 31 226 12 ▲ 13,315

（2,465）

7,949 7,426 6,002 5,752 ▲ 5,005

未処分利益剰余⾦
（△未処理⽋損⾦）

7,949 7,426 6,002 5,752 131,956

企業債 188,181 184,161 177,494 173,728 168,486

当年度純損益

経常損益

※ 各項⽬で四捨五⼊しているため合計欄で⼀致しない場合があります
※ 26年度の経常損益及び当年度純損益の上段（ ）書きは、地⽅公営企業の会計基準⾒直しの影響を除いた数値

【地⽅公営企業の会計基準⾒直しの概要】
26年度から地⽅公営企業の会計基準について、財務会計の透明性向上や⺠間企業との⽐較分析を容易にする等の観点から、地⽅

公営企業の特性を勘案しつつも現⾏の⺠間企業会計基準の考え⽅を最⼤限取り⼊れる⽅向で⾒直しが⾏われた。
⾒直しの内容の主なものとしては、「引当⾦」の計上義務化、固定資産の取得に係る補助⾦等の「⻑期前受⾦」計上への変更、

「みなし償却」制度の廃⽌及び「借⼊資本⾦」制度の廃⽌が挙げられる。
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公営企業会計決算の状況（⼯業⽤⽔道事業会計 H22〜H26）
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（単位：百万円）
Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

営業収益 2,697 2,673 2,694 2,778 2,703

営業費⽤ 1,949 1,926 1,875 1,859 1,964

営業損益 748 747 819 919 738

営業外収益 29 68 27 33 248

営業外費⽤ 145 107 94 85 80

（775）

632 709 751 867 907

特別損益 75 0 0 41 ▲ 180

（924）

708 709 751 908 727

未処分利益剰余⾦
（△未処理⽋損⾦）

707 709 751 908 5,684

企業債 4,309 3,975 3,743 3,567 3,440

当年度純損益

経常損益

※ 各項⽬で四捨五⼊しているため合計欄で⼀致しない場合があります
※ 26年度の経常損益及び当年度純損益の上段（ ）書きは、地⽅公営企業の会計基準⾒直しの影響を除いた数値

【地⽅公営企業の会計基準⾒直しの概要】
26年度から地⽅公営企業の会計基準について、財務会計の透明性向上や⺠間企業との⽐較分析を容易にする等の観点から、地⽅

公営企業の特性を勘案しつつも現⾏の⺠間企業会計基準の考え⽅を最⼤限取り⼊れる⽅向で⾒直しが⾏われた。
⾒直しの内容の主なものとしては、「引当⾦」の計上義務化、固定資産の取得に係る補助⾦等の「⻑期前受⾦」計上への変更、

「みなし償却」制度の廃⽌及び「借⼊資本⾦」制度の廃⽌が挙げられる。



（単位：百万円）
Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

営業収益 19,637 19,744 19,728 19,827 19,648

営業費⽤ 19,610 19,659 19,363 19,345 18,960

営業損益 27 86 365 482 688

営業外収益 1,056 981 821 883 808

営業外費⽤ 118 143 101 117 87

（1,292）

965 923 1,085 1,248 1,409

特別損益 ▲ 403 0 0 0 ▲ 10,417

（1,292）

562 923 1,085 1,248 ▲ 9,008

未処分利益剰余⾦
（△未処理⽋損⾦）

▲ 73 849 1,085 1,248 ▲ 7,572

企業債 5,877 6,081 4,851 3,978 2,950

経常損益

当年度純損益
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公営企業会計決算の状況（⾃動⾞事業会計 H22〜H26）
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※ 各項⽬で四捨五⼊しているため合計欄で⼀致しない場合があります
※ 26年度の経常損益及び当年度純損益の上段（ ）書きは、地⽅公営企業の会計基準⾒直しの影響を除いた数値

【地⽅公営企業の会計基準⾒直しの概要】
26年度から地⽅公営企業の会計基準について、財務会計の透明性向上や⺠間企業との⽐較分析を容易にする等の観点から、地⽅

公営企業の特性を勘案しつつも現⾏の⺠間企業会計基準の考え⽅を最⼤限取り⼊れる⽅向で⾒直しが⾏われた。
⾒直しの内容の主なものとしては、「引当⾦」の計上義務化、固定資産の取得に係る補助⾦等の「⻑期前受⾦」計上への変更、

「みなし償却」制度の廃⽌及び「借⼊資本⾦」制度の廃⽌が挙げられる。
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公営企業会計決算の状況（⾼速鉄道事業会計 H22〜H26）
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（単位：百万円）
Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

営業収益 37,286 37,456 38,260 39,326 39,160

営業費⽤ 30,910 29,740 29,495 29,322 33,021

営業損益 6,376 7,717 8,764 10,004 6,140

営業外収益 6,319 6,049 4,656 4,431 7,912

営業外費⽤ 11,049 10,624 9,912 9,434 9,319

（2,700）

1,646 3,142 3,508 5,001 4,733

特別損益 ▲ 640 ▲ 28 ▲ 77 ▲ 12 ▲ 10,837

（2,688）

1,006 3,113 3,431 4,990 ▲ 6,104

未処分利益剰余⾦
（△未処理⽋損⾦）

▲ 243,562 ▲ 240,448 ▲ 237,017 ▲ 232,028 ▲ 191,825

企業債 476,340 454,145 434,588 419,056 402,183

経常損益

当年度純損益

※ 各項⽬で四捨五⼊しているため合計欄で⼀致しない場合があります
※ 26年度の経常損益及び当年度純損益の上段（ ）書きは、地⽅公営企業の会計基準⾒直しの影響を除いた数値

【地⽅公営企業の会計基準⾒直しの概要】
26年度から地⽅公営企業の会計基準について、財務会計の透明性向上や⺠間企業との⽐較分析を容易にする等の観点から、地⽅

公営企業の特性を勘案しつつも現⾏の⺠間企業会計基準の考え⽅を最⼤限取り⼊れる⽅向で⾒直しが⾏われた。
⾒直しの内容の主なものとしては、「引当⾦」の計上義務化、固定資産の取得に係る補助⾦等の「⻑期前受⾦」計上への変更、

「みなし償却」制度の廃⽌及び「借⼊資本⾦」制度の廃⽌が挙げられる。



（単位：百万円）

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

営業収益 20,462 20,652 20,966 22,122 22,750

営業費⽤ 24,759 25,713 26,529 27,345 27,241

営業損益 ▲ 4,298 ▲ 5,062 ▲ 5,563 ▲ 5,223 ▲ 4,492

営業外収益 4,566 4,815 5,114 4,866 6,975

営業外費⽤ 1,739 1,724 1,687 1,577 1,953

（▲1,612）

▲ 1,471 ▲ 1,971 ▲ 2,136 ▲ 1,933 531

特別損益 0 ▲ 6 ▲ 55 0 ▲ 2,338

（▲1,620）

▲ 1,471 ▲ 1,976 ▲ 2,190 ▲ 1,933 ▲ 1,808

未処分利益剰余⾦
（△未処理⽋損⾦）

▲ 37,505 ▲ 39,481 ▲ 36,348 ▲ 38,281 ▲ 38,428

企業債 69,095 66,730 63,657 60,337 58,275

当年度純損益

経常損益
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公営企業会計決算の状況（病院事業会計 H22〜H26）
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※ 各項⽬で四捨五⼊しているため合計欄で⼀致しない場合があります
※ 26年度の経常損益及び当年度純損益の上段（ ）書きは、地⽅公営企業の会計基準⾒直しの影響を除いた数値

【地⽅公営企業の会計基準⾒直しの概要】
26年度から地⽅公営企業の会計基準について、財務会計の透明性向上や⺠間企業との⽐較分析を容易にする等の観点から、地⽅

公営企業の特性を勘案しつつも現⾏の⺠間企業会計基準の考え⽅を最⼤限取り⼊れる⽅向で⾒直しが⾏われた。
⾒直しの内容の主なものとしては、「引当⾦」の計上義務化、固定資産の取得に係る補助⾦等の「⻑期前受⾦」計上への変更、

「みなし償却」制度の廃⽌及び「借⼊資本⾦」制度の廃⽌が挙げられる。



（単位：千円）

(公財)横浜市男女共同参画推進協会 30,000 30,000 100.0% 0 0 0

(公財)横浜市国際交流協会 476,944 100,000 21.0% 0 0 0

(公財)横浜市体育協会 122,400 75,000 61.3% 0 0 0

(公財)横浜市芸術文化振興財団 200,000 100,000 50.0% 0 0 0

(公財)三溪園保勝会 500 200 40.0% 0 0 0

(公財)横浜観光コンベンション・ビューロー 1,000,000 350,000 35.0% 0 0 0

(株)横浜国際平和会議場 7,565,000 4,100,000 24.4% 4,231,400 22,686,240 16,000,000

(公財)木原記念横浜生命科学振興財団 812,123 500,000 61.6% 0 1,255,356 1,255,356

(公財)横浜企業経営支援財団 160,550 100,000 62.3% 0 250,000 0

(公財)横浜市消費者協会 5,000 5,000 100.0% 0 0 0

(公財)横浜市シルバー人材センター 10,000 10,000 100.0% 0 0 0

(株)横浜インポートマート 7,129,000 2,840,000 39.8% 0 0 0

横浜市信用保証協会 23,250,958 7,628,215 32.8% 0 0 0

横浜市場冷蔵(株) 50,000 24,950 49.9% 0 0 0

横浜食肉市場(株) 140,000 50,000 35.7% 0 0 0

(株)横浜市食肉公社 11,100 5,000 45.0% 0 0 0

(公財)よこはまユース 303,900 290,000 95.4% 0 0 0

(公財)寿町勤労者福祉協会 1,000 550 55.0% 0 0 0

(公財)横浜市総合保健医療財団 300,000 300,000 100.0% 0 0 0

(福)横浜市社会福祉協議会 3,000 0 0.0% 11,769,412 11,769,412 0

本市出資額、本市出資比率は、27年7月1日現在の実績、その他は、27年3月31日の実績になります。

うち本市から
の借入金残
高合計

団体名 基本金 本市出資額
本市出資
比率（%）

損失補償
長期借入金残高

(1年以内返済含)

横浜市の外郭団体①

（次⾴あり）
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横浜市の外郭団体②

17

（単位：千円）

(福)横浜市リハビリテーション事業団 30,000 30,000 100.0% 0 46,000 0

(公財)横浜市緑の協会 15,000 1,000 6.7% 0 0 0

(公財)横浜市資源循環公社 10,000 10,000 100.0% 0 0 0

横浜市住宅供給公社 10,000 10,000 100.0% 2,580,000 12,990,841 1,568,743

(公財)横浜市建築保全公社 30,000 30,000 100.0% 0 0 0

横浜シティ・エア・ターミナル(株) 3,000,000 1,550,000 51.7% 0 0 0

横浜高速鉄道(株) 50,719,000 32,197,000 63.5% 64,089,494 93,222,054 29,096,560

(一社)横浜みなとみらい２１ 285,000 100,000 35.1% 0 0 0

(一財)ケーブルシティ横浜 170,000 40,000 23.5% 0 0 0

(株)横浜シーサイドライン 10,100,000 6,400,000 63.4% 5,000,000 12,775,374 7,775,374

(株)横浜港国際流通センター 7,685,000 3,510,000 45.7% 4,050,830 9,324,330 3,841,000

横浜港埠頭(株) 28,308,366 28,292,415 99.9% 0 23,730,450 21,037,777

(公財)帆船日本丸記念財団 1,149,828 810,000 67.1% 0 0 0

横浜ベイサイドマリーナ(株) 4,000,000 2,040,000 51.0% 75,000 419,062 344,062

横浜ウォーター(株) 100,000 100,000 100.0% 0 0 0

横浜交通開発(株) 90,000 90,000 100.0% 0 0 0

(公財)横浜市ふるさと歴史財団 100,000 100,000 100.0% 0 0 0

(公財)よこはま学校食育財団 8,317 0 0.0% 0 0 0

(58,115,800) (59,437,609) (1,321,809)

(54,064,754) (104,064,754) (50,000,000)

本市出資額
本市出資
比率（%）

損失補償

(一財)ケーブルシティ横浜は、27年4月に(一社)横浜みなとみらい２１と吸収合併し、解散。

(一財)横浜市道路建設事業団

本市出資額、本市出資比率は、27年7月1日現在の実績、その他は、27年3月31日の実績になります。

参考欄の2団体は外郭団体から外れています。

参考
(公財)横浜市建築助成公社

長期借入金残高

(1年以内返済含)

うち本市から
の借入金残

高合計
団体名 基本金



（単位：億円）

うち現⾦ ・
有価証券等

うち現⾦ ・
有価証券等

うち現⾦ ・
有価証券等

⽂化基⾦ 94.7 0.4 94.5 0.3 0.1 0.1
公害被害者救済事業基⾦ 2.5 2.5 2.6 2.6 ▲ 0.1 ▲ 0.1
勤労者福祉共済基⾦ 0.2 0.2 0.9 0.9 ▲ 0.7 ▲ 0.7
資産活⽤推進基⾦ 1,393.5 101.3 1,394.2 80.0 ▲ 0.7 21.3
財政調整基⾦ 188.1 188.1 187.4 187.4 0.6 0.6
都市整備基⾦ 164.5 74.9 167.7 78.1 ▲ 3.2 ▲ 3.2
市庁舎整備基⾦ 1.2 1.2 1.2 1.2 0.0 0.0
都市交通基盤整備基⾦ 7.0 7.0 7.0 7.0 0.0 0.0
減債基⾦ 1,081.5 1,081.5 1,244.5 1,244.5 ▲ 162.9 ▲ 162.9
環境保全基⾦ 9.2 9.2 9.6 9.6 ▲ 0.5 ▲ 0.5
介護保険給付費準備基⾦ 0.0 0.0 37.6 37.6 ▲ 37.6 ▲ 37.6
市⺠活動推進基⾦ 0.4 0.4 0.4 0.4 0.0 0.0
よこはま協働の森基⾦ 2.5 2.5 2.4 2.4 0.0 0.0
横浜市墓地運営基⾦ 13.5 13.5 12.8 12.8 0.7 0.7
⽔のふるさと道志の森基⾦ 0.5 0.5 0.5 0.5 ▲ 0.0 ▲ 0.0
学校施設整備基⾦ 2.5 2.5 5.1 5.1 ▲ 2.6 ▲ 2.6
みどり基⾦ 7.3 7.3 6.5 6.5 0.9 0.9
社会福祉基⾦ 1.6 1.6 1.7 1.7 ▲ 0.1 ▲ 0.1
学校給⾷費調整基⾦ 2.3 2.3 8.2 8.2 ▲ 5.9 ▲ 5.9
再⽣可能エネルギー等導⼊推進基⾦ 3.3 3.3 5.9 5.9 ▲ 2.6 ▲ 2.6
世界を⽬指す若者応援基⾦ 0.9 0.9 1.0 1.0 ▲ 0.1 ▲ 0.1

合計 2,977.0 1,500.9 3,191.6 1,693.5 ▲ 214.6 ▲ 192.7
 （注）各項⽬で四捨五⼊しているため、合計欄で⼀致しない場合があります。

25年度末 増減26年度末
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基⾦残⾼（H27年５⽉31⽇現在）
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借⼊⾦の資⾦別構成⽐の推移（全会計）

19
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平成26年度 機関投資家向け市場公募債発⾏実績

20

年限 銘柄 表⾯利率
発⾏価格

（100円につき）
応募者利回り

（単利）
発⾏額 条件決定⽇ 発⾏⽇ 償還⽇

第39回5年公募公債 0.204% 100.00円 0.204% 150 億円 H26.6.6 H26.6.17 H31.6.17

第40回5年公募公債 0.173% 100.00円 0.173% 250 億円 H26.11.14 H26.11.26 H31.11.26

第41回5年公募公債 0.101% 100.00円 0.101% 150 億円 H27.1.15 H27.1.26 H32.1.24

平成26年度第1回公募公債 0.703% 100.00 円 0.703% 200 億円 H26.4.4 H26.4.15 H36.4.15

平成26年度第2回公募公債 0.660% 100.00 円 0.660% 200 億円 H26.5.16 H26.5.27 H36.5.27

平成26年度第3回公募公債 0.571% 100.00 円 0.571% 150 億円 H26.8.8 H26.8.19 H36.8.19

平成26年度第4回公募公債 0.525% 100.00 円 0.525% 250 億円 H26.10.10 H26.10.22 H36.10.22

平成26年度第5回公募公債 0.471% 100.00 円 0.471% 100 億円 H26.12.4 H26.12.15 H36.12.13

平成26年度第6回公募公債 0.434% 100.00 円 0.434% 150 億円 H27.2.6 H27.2.18 H37.2.18

第29回20年公募公債 1.528% 100.00 円 1.528% 200 億円 H26.5.15 H26.5.26 H46.5.26

第30回20年公募公債 1.376% 100.00 円 1.376% 200 億円 H26.10.10 H26.10.22 H46.10.20

5年

10年

20年



⼈⼝⻑期推計

(年)

＊2015年以降は2010年国勢調査による⼈⼝及び世帯数を基準として推計

(千⼈)

(年)

(年)

【総⼈⼝】 【⽣産年齢⼈⼝】

（出所：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所、平成22年国勢調査より作成）

横浜市における
⼈⼝の推移と

将来推計

総⼈⼝、⽣産年齢
⼈⼝推移の推計
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◎ご連絡先

横浜市財政局財政部財源課市債係

〒231-0017
神奈川県横浜市中区港町1-1

市庁舎４階
電話 ：045-671-2240
Fax ：045-664-7185
Email：za-sisai@city.yokohama.jp

URL  ：（横浜市トップページ） http://www.city.yokohama.lg.jp/
：（横浜市債トップページ） http://www.city.yokohama.lg.jp/zaisei/sisai/

ご不明な点等ございましたら、お気軽にお問合せください。


